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エビデンスベースの政策形成に向けた取組の課題と展望 

-SciREX と科学技術イノベーション政策- 

 
○ 赤池伸一（文部科学省） 

１． 序 

 

 現実の政策形成の合理性と透明性を高めようとする試みは古くから行われており、これを支える政策

研究も行われてきた。例えば、米国では１９６０年代に PPBS（Planning Programming Budgeting System）

が試みられ、１９８０年代の NPM (New Public Management)、１９９０年代には GPRA（Government 

Performance and Results Act）が導入された。日本でも、１９７０年代のシステム論の流行とシンク

タンクブーム、１９９０年代の政策評価体系の導入など、やや遅れて類似の取組みが行われてきた。当

初は、これらの取組は無邪気な「科学的手法」への信頼に基づき画一的な計画と評価を行うようなアプ

ローチであったが、複雑な政策形成プロセスの現実にはそぐわず、試行錯誤を経ながら進化してきたの

が実情である。本学会でも取り組んでいる「科学技術イノベーション政策の科学(SoSTIP)」の概念は、

政治的な意思とエビデンスの部分を可能な限り切り分け、前者を許容しつつ後者に対しては現実的なア

プローチで望むという特徴がある。さらに、背景として、かつて無かった大規模なデータベースの整備

や情報技術の進歩も大きな変化である。政策形成と政策研究の関係は単線的なものではなく、相互に関

係しながらフィードバックをかけるプロセスを考慮している。（科学技術振興機構研究開発戦略センタ

ー（2011））。 

 日本の科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」(SciREX)や、米国の SciSIP は、

SoSTIP の概念を基礎としつつ政策目的に沿って事業化したものであるが、SoSTIP と同一ではない（図

表１）。米国では、ブッシュ政権末期にマーバーガー大統領府科学技術政策局長官兼科学顧問（当時）

の提唱により、NSF による研究助成制度である SciSIP（Science of Science and Innovation Policy）

が２００５年から行われ、併せてデータベースの整備や省庁間タスクフォースの設置が行われてきた。

日本では、２０１１年度より「科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」」プログラ

ム(SciREX)が開始された。この背景には、政治的に「仕分け」に代表されるように従来の政策形成シス

テムに変革がもとめられていたこと、3 期にわたる科学技術基本計画に基づく政府研究開発投資に対し

て疑問が呈されていたことがある。日本のプログラムは、研究助成やデータ情報基盤の構築だけでなく、

実際に政策オプションを立案するための政策形成方法の変革や、政策課題に対応するための調査研究、

人材育成のための拠点整備なども行う多様な取組みを包含している。内容的にも、政策形成のためのエ

ビデンスを作ることだけではなく、エビデンスを活用するための政策形成プロセスに関する研究や取組

も対象としている。これは、米国では、行政、学界、公的シンクタンク等を支える人材の層が厚く流動

性が高いのに対して、日本では人材の層が薄く流動性も低いことから制度的な対応が必要であったとい

う背景がある。SciREX は政策の効果のシミュレーションだけではなく、政策シナリオの作成、ステイク

ホルダーのインボルブメントや意思決定プロセス等の政策形成システムの変革も含むものである。 

第 4期基本計画においては、「V. 社会とともに創り進める政策の展開」として「政策のための科学」

に関する記述とともに、科学技術コミュニケーションや ELSI などの社会との関係性に関する取組が示

されている。これはそれ以前の基本計画から段階的に発展してきた内容であり、SciREX においても、政

策プロセスの進化の取組として位置づけて各種取組が行われている。昨今の研究不正や原発事故のへの

対応等を考慮すれば、科学技術の研究開発とその実装に対する幅広い支持を得ることがますます重要に

なっており、投資効果だけでなく、これらの面についても、これまでの取組の整理とそこから得られる

知見の活用が必要である。 

まとめと考察

本報告では、日米の科学者を対象とした大規模調査

の結果を用いて、科学研究プロジェクトの動機と研究活

動や研究成果との関係性の分析を行った結果を紹介し

た。科学者サーベイの分析から、 研究プロジェクトを

開始する上での動機づけが強かった研究プロジェクトで

は、積極的に研究マネジメントが行われていること、 研

究チームの構成は、研究プロジェクトの動機の種類によ

って異なり、研究チームを構成する研究者の「分野多様

性」や「スキル多様性」は、動機づけとして「現実の具体

的な問題解決」が強い研究プロジェクトにおいて高くな

ること、 動機づけが強い研究プロジェクトほど、質の高

い成果を生み出していることが確認された。

以上を踏まえ、科学技術政策へのインプリケーション

を提示する。

第 に、本報告から明らかになったように、研究プロ

ジェクトの動機によって研究チームの構成は変化する。

近年、研究の国際化の重要が認識され、科学技術政策

においてもそれらを推進する取り組みが行われている。

例えば、国際化に関しては、公共財である科学知識を

生み出す（「基礎原理の追求」）上においては、各国の

限られたリソースを有効活用するという点で有効な手段

であると考えられる。しかしながら、「現実の具体的な問

題解決」を強い動機づけとする研究プロジェクトでは、

必ずしも国際共同研究が研究を推進する上で有効な手

段ではない可能性が高い。したがって、国際化の推進

は、研究プロジェクトの動機も踏まえた形で行われること

が必要であると考えられる。

第 に、研究プロジェクトの動機によって、研究成果

の主たる内容は変化する。このことは、研究プロジェクト

の評価は、多様な指標を用いて行われる必要があること

を示している。論文の数や被引用数といった指標は、研

究プロジェクトの研究成果を評価する上での重要な指

標であるが、それは研究成果のある一面を捉えたもの

である。とくに「現実の具体的な問題解決」を動機として

いる研究プロジェクトでは、特許出願やスタートアップ企

業といった研究成果も生み出されており、それらを計測

することも重要である。また、調査対象論文がトップ ％

論文となる割合は「基礎原理の追求」を動機とする研究

プロジェクトの方が高いことから、論文数や被引用数を

過度に重視することは、「現実の具体的な問題解決」を

動機としている研究プロジェクトの活動を妨げる可能性

もあることには留意が必要であろう。

第 に、研究プロジェクトの動機づけを強く持つことの

重要性を指摘したい。研究者や有識者への意識調査

から日本全体としての基礎研究の多様性は 年頃と

比べて小さくなってきているとの認識が示されている 科

学技術・学術政策研究所 。具体的には、「成果

の出る確実性が高い研究」、「短期的に成果が生み出

せる研究」、「一時的な流行を追った研究」が多くなる一

方で、「長期の時間をかけて実施する研究」、「新しい研

究領域を生み出すような挑戦的な研究」などが少なくな

ってきているとされた。動機づけの観点からみると、これ

は研究評価や競争的な資金配分システムの導入という

外的動機づけの影響で、内的動機づけが阻害されてい

るアンダーマイニング効果 が生

じているとも考えられる。本報告から明らかになったよう

に、研究プロジェクトの動機づけの強さは、研究マネジメ

ントの実施度合、研究チームの多様性、研究から生み

出される研究成果の質と正の相関がある。このことから

も、研究プロジェクトの動機づけが強くなるようなインセ

ンティブシステムの設計が重要と考えられる。
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及び③政策形成プロセス実践領域、並びに、これらの統括・基盤機能からなる。センターでは、政策当

局との連携を進めるため現役行政官からなる「政策リエゾン」を設定する。 

 この他、NISTEP における科学計量科学を基礎としたサイエンスマップの作成や大学のベンチマーキン

グ調査が行われ、政策形成の基礎情報として活用されている他、オリンピック・パラリンピックに向け

た文科省のビジョンである「夢ビジョン」の策定に際して、省内の若手中堅職員が、省内アイディア公

募のほか、若手のアスリートやアーティスト、研究者らとの対話を実施しながら取りまとめるなど、新

しい取組が行われている。 

 

科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」の推進
～客観的根拠に基づく合理的な政策決定のための科学～

政策
評価

合意
形成

複数の選択肢からなる
政策オプションの作成

経済的・社会的
影響の分析

政策目標・手段
のリストアップ

○ 様々な社会的課題のうち、科学技術イノベーション政策によって解決すべき課題を科学的な視野から発見・発掘すること。
○ 政策課題を同定し、経済的・社会的影響分析を盛り込んで選択可能な複数の政策オプションを立案すること。
○ 立案された政策オプションを合理的に選択し政策を決定・実施することにより、政策課題の解決を目指すこと。

政策課題の
発見・発掘

公募型研究開発プログラムの推進

政策課題対応型調査研究の推進

中長期で政策形成に寄与しうる分析手法、
指標開発等の研究開発を公募により推進

研究開発投資の経済的、社会的波及
効果に関する総合的な調査・分析

政策の決定
政策の実施

社会・自然

現状の把握
・分析

政策ｵﾌﾟｼｮﾝ
の立案

政策形成ﾌﾟﾛｾｽ
の基本的な構造

政策評価 など合意形成手法 など

・政策目標や政策手段のリストアップ
・経済的・社会的影響の分析
・複数の選択可能なオプション作成 など

事業全体の目標

JST運営費
交付金の一部
【JST/RISTEX】

161,418千円
（ 156,195千円）
【本省・NISTEP】

30,511千円
（ 61,469千円）

【NISTEP】

現
状
の
把
握

・分
析

政
策
オ
プ
シ
ョ
ン

の
立
案

政
策
の
決
定

政
策
の
実
施

文部科学省
推進委員会

事業全体の進め方検討
事業全体関連の調査分析

基盤的研究・人材育成拠点の形成

・「政策のための科学」の推進を一層加速化
する中核的拠点の機能の整備

・大学院を中核とした国際水準の拠点の構築、
拠点間共同プログラムの開発及び展開

503,657千円
（ 330,000千円）

【本省】

データ・情報基盤の構築
政策形成や調査・分析・研究に活用しうる
データや情報を体系的・継続的に蓄積

54,017千円
（ 55,833千円）

【本省】

・政策課題の発見・発掘
・政策課題の同定・構造化 など

※SciREX政策形成実践プログラム（H25年度133,657千円）は前年度限り

JST運営費
交付金の一部
【JST/CRDS】

平成２６年度概算要求額 ：749,603千円
（平成２５年度予算額 ：737,154千円）

※運営費交付金分を除く

内訳 本省内局分 ：698,793千円（659,751千円）

NISTEP分 ： 50,810千円（ 77,403千円）

相 澤 益 男 独立行政法人科学技術振興機構顧問

有 信 睦 弘 東京大学監事

笠 木 伸 英
独立行政法人科学技術振興機構研究開発戦略セ
ンター上席フェロー

黒 田 昌 裕 慶應義塾大学名誉教授

桑 原 輝 隆 政策研究大学院大学客員教授

郷 通 子 長浜バイオ大学特別客員教授

小 林 誠
大学共同利用機関法人 高エネルギー加速器研究
機構特別栄誉教授

森 田 朗 学習院大学法学部政治学科教授
平成25年4月現在

（敬称略、五十音順）  
図表２ 科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」事業の概要 

 

 

３． エビデンスベースの政策形成に向けた取組の到達点 

  

 SciREX や各種の取組については、各プログラムの事業結果報告等を通じて明らかにされることとなる

が、ここでは科学技術イノベーション政策における基本政策の視点から、代表的な取組とその到達点を

紹介する。なお、取組の事例の選択にあたっては、文部科学省として成果の重要性や優劣を評価したも

のではない。 

 

（１）基本政策の枠組みに関する視点 

・政策の歴史的な俯瞰や構造化 

 基本政策の枠組みにあたって、政策の歴史的な俯瞰や構造化のための代表的な取組として、資源配

分・重要施策データベース＜NISTEP＞や政策俯瞰＜CRDS＞がある。資源配分データベースは科学技術関

係経費の配分に関する長期的なデータベースであり、重要施策データベースは科学技術白書の記述を約

３０の施策群毎に分類して歴史的な施策の変化として整理しなおしたデータベースであり、2013 年度中

に公開した。また、2014 年度は、科学技術会議の基本答申、科学技術政策大綱、科学技術基本計画等の

長期的な記述の変遷に関するデータを整理する予定である。政策俯瞰は、システム改革や重点研究開発

の分野毎に代表的な施策を歴史的に整理し俯瞰を行うものであり、現在、作成の途上にある。 

 

・研究開発投資の経済・社会効果 

 NISTEP の政策課題対応型調査研究を中心として、RISTEX 公募型研究開発プログラム、文部科学省本

省委託費等を通じて研究が実施されている。 

政策形成、SciREX、SoSTIPの関係
政策形成

政策のための科学
（SciREX）

科学技術イノベーション
政策の科学
（SoSTIP）

科学技術イノベーション政策研究

エネル
ギー政策

産業政策

社会保障政策

NGO

JST／CRDS
（俯瞰・構造化）

JST／RISTEX
公募型研究開発

プログラム

NISTEP
（データ基盤・政策課
題対応型調査研究）

社会学工学
物理学

経済学

○○学
政治学 歴史学

○○学

国際関係
論

生物学

医療政策

安全保障
政策

環境政策

アカデミア

政治家

産業界

科学技術イノベー
ション政策

文科省のプログラ
ムとしての対象

「政策形成」と「政
策に関係する研
究」をつなぐ社会
的な活動

科学技術イノベー
ション政策研究

センター

基盤的研究・人材育成拠点

 
 図表１ 政策形成、SciREX 及び SoSTIP の関係 

 
２． エビデンスベースの政策形成に向けた取組の展開 
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① 基盤的研究・人材育成拠点（文部科学省から大学への補助） 

 エビデンスに基づく政策形成のための政策担当者、「政策のための科学」という新たな研究労

基の担い手となる研究者等の育成を行う。６大学５拠点が採択され、2012 年度より学生の履修

を開始している。 

② 公募型研究開発プログラム（JST/社会技術研究開発センター） 

 客観的根拠に基づく科学技術イノベーション政策の形成に中長期的に寄与しうる新たな解析

手法やモデル分析、集計指標等の開発のための研究開発を公募により採択し推進。これまでに

１６プロジェクトが採択されている。 

③ 政策課題対応型調査研究（科学技術・学術政策研究所（NISTEP）） 

 短中期の政策課題に対応して、政策立案のための客観的根拠となる情報を体系的に整理し、

提示する調査研究を実施。特に、研究開発投資の経済的・社会的波及効果に関する総合的な調

査・分析を実施した。 

④ データ情報基盤（科学技術・学術政策研究所（NISTEP）） 

 政策形成や調査/分析・研究に活用しうるデータや情報を体系的・継続的に蓄積。 

 これに加え、文部科学省に設置された推進委員会（黒田昌裕主査）が事業全体の進め方の検討等を行

い、JST 研究開発戦略センター（CRDS）が事業全体の俯瞰構造化を行う。 

 このほか、2013 年度には、具体的な政策課題に即した政策オプションの立案するための試行的なプロ

ジェクトを文部科学省からの委託費により実施した。予知・予防を重視した健康長寿社会の実現のため

の政策オプションの作成について糖尿病事例として、JST/CRDS 及び NISTEP との連携の下で、拡張した

産業連関モデルを使用して社会経済影響の評価の試行を行った（委託先：三菱総合研究所）。また、関

係機関の協力を得て、政策課題の設定手法に関する検討、政策シナリオとオプションの検討及び政策形

成プロセスのあり方に関する検討に関する調査研究を実施した（委託先：政策研究大学院大学（GRIPS））。 

 これまでの事業実施の方向性を収斂させる必要性から、2014 年から基盤的研究・人材育成拠点の連携

協力・協働による中核的研究拠点機能を整備することとし、総合拠点である GRIPS に科学技術イノベー

ション政策研究センターを設置した。同センターは、①政策デザイン領域、②政策分析・影響評価領域
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及び③政策形成プロセス実践領域、並びに、これらの統括・基盤機能からなる。センターでは、政策当

局との連携を進めるため現役行政官からなる「政策リエゾン」を設定する。 

 この他、NISTEP における科学計量科学を基礎としたサイエンスマップの作成や大学のベンチマーキン

グ調査が行われ、政策形成の基礎情報として活用されている他、オリンピック・パラリンピックに向け

た文科省のビジョンである「夢ビジョン」の策定に際して、省内の若手中堅職員が、省内アイディア公

募のほか、若手のアスリートやアーティスト、研究者らとの対話を実施しながら取りまとめるなど、新

しい取組が行われている。 

 

科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」の推進
～客観的根拠に基づく合理的な政策決定のための科学～

政策
評価

合意
形成

複数の選択肢からなる
政策オプションの作成

経済的・社会的
影響の分析

政策目標・手段
のリストアップ

○ 様々な社会的課題のうち、科学技術イノベーション政策によって解決すべき課題を科学的な視野から発見・発掘すること。
○ 政策課題を同定し、経済的・社会的影響分析を盛り込んで選択可能な複数の政策オプションを立案すること。
○ 立案された政策オプションを合理的に選択し政策を決定・実施することにより、政策課題の解決を目指すこと。

政策課題の
発見・発掘

公募型研究開発プログラムの推進

政策課題対応型調査研究の推進

中長期で政策形成に寄与しうる分析手法、
指標開発等の研究開発を公募により推進

研究開発投資の経済的、社会的波及
効果に関する総合的な調査・分析

政策の決定
政策の実施

社会・自然

現状の把握
・分析

政策ｵﾌﾟｼｮﾝ
の立案

政策形成ﾌﾟﾛｾｽ
の基本的な構造

政策評価 など合意形成手法 など

・政策目標や政策手段のリストアップ
・経済的・社会的影響の分析
・複数の選択可能なオプション作成 など

事業全体の目標

JST運営費
交付金の一部
【JST/RISTEX】

161,418千円
（ 156,195千円）
【本省・NISTEP】

30,511千円
（ 61,469千円）

【NISTEP】

現
状
の
把
握

・分
析

政
策
オ
プ
シ
ョ
ン

の
立
案

政
策
の
決
定

政
策
の
実
施

文部科学省
推進委員会

事業全体の進め方検討
事業全体関連の調査分析

基盤的研究・人材育成拠点の形成

・「政策のための科学」の推進を一層加速化
する中核的拠点の機能の整備

・大学院を中核とした国際水準の拠点の構築、
拠点間共同プログラムの開発及び展開

503,657千円
（ 330,000千円）

【本省】

データ・情報基盤の構築
政策形成や調査・分析・研究に活用しうる
データや情報を体系的・継続的に蓄積

54,017千円
（ 55,833千円）

【本省】

・政策課題の発見・発掘
・政策課題の同定・構造化 など

※SciREX政策形成実践プログラム（H25年度133,657千円）は前年度限り

JST運営費
交付金の一部
【JST/CRDS】

平成２６年度概算要求額 ：749,603千円
（平成２５年度予算額 ：737,154千円）

※運営費交付金分を除く

内訳 本省内局分 ：698,793千円（659,751千円）

NISTEP分 ： 50,810千円（ 77,403千円）

相 澤 益 男 独立行政法人科学技術振興機構顧問

有 信 睦 弘 東京大学監事

笠 木 伸 英
独立行政法人科学技術振興機構研究開発戦略セ
ンター上席フェロー

黒 田 昌 裕 慶應義塾大学名誉教授

桑 原 輝 隆 政策研究大学院大学客員教授

郷 通 子 長浜バイオ大学特別客員教授

小 林 誠
大学共同利用機関法人 高エネルギー加速器研究
機構特別栄誉教授

森 田 朗 学習院大学法学部政治学科教授
平成25年4月現在

（敬称略、五十音順）  
図表２ 科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」事業の概要 

 

 

３． エビデンスベースの政策形成に向けた取組の到達点 

  

 SciREX や各種の取組については、各プログラムの事業結果報告等を通じて明らかにされることとなる

が、ここでは科学技術イノベーション政策における基本政策の視点から、代表的な取組とその到達点を

紹介する。なお、取組の事例の選択にあたっては、文部科学省として成果の重要性や優劣を評価したも

のではない。 

 

（１）基本政策の枠組みに関する視点 

・政策の歴史的な俯瞰や構造化 

 基本政策の枠組みにあたって、政策の歴史的な俯瞰や構造化のための代表的な取組として、資源配

分・重要施策データベース＜NISTEP＞や政策俯瞰＜CRDS＞がある。資源配分データベースは科学技術関

係経費の配分に関する長期的なデータベースであり、重要施策データベースは科学技術白書の記述を約

３０の施策群毎に分類して歴史的な施策の変化として整理しなおしたデータベースであり、2013 年度中

に公開した。また、2014 年度は、科学技術会議の基本答申、科学技術政策大綱、科学技術基本計画等の

長期的な記述の変遷に関するデータを整理する予定である。政策俯瞰は、システム改革や重点研究開発

の分野毎に代表的な施策を歴史的に整理し俯瞰を行うものであり、現在、作成の途上にある。 

 

・研究開発投資の経済・社会効果 

 NISTEP の政策課題対応型調査研究を中心として、RISTEX 公募型研究開発プログラム、文部科学省本

省委託費等を通じて研究が実施されている。 

政策形成、SciREX、SoSTIPの関係
政策形成

政策のための科学
（SciREX）

科学技術イノベーション
政策の科学
（SoSTIP）

科学技術イノベーション政策研究

エネル
ギー政策

産業政策

社会保障政策

NGO

JST／CRDS
（俯瞰・構造化）

JST／RISTEX
公募型研究開発

プログラム

NISTEP
（データ基盤・政策課
題対応型調査研究）

社会学工学
物理学

経済学

○○学
政治学 歴史学

○○学

国際関係
論

生物学

医療政策

安全保障
政策

環境政策

アカデミア

政治家

産業界

科学技術イノベー
ション政策

文科省のプログラ
ムとしての対象

「政策形成」と「政
策に関係する研
究」をつなぐ社会
的な活動

科学技術イノベー
ション政策研究

センター

基盤的研究・人材育成拠点

 
 図表１ 政策形成、SciREX 及び SoSTIP の関係 

 
２． エビデンスベースの政策形成に向けた取組の展開 

 

 文部科学省は 2011 年度より科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」プログラム

（SciREX）を展開している。プログラムはいくつかのいくつかのサブプログラムから構成される。 

① 基盤的研究・人材育成拠点（文部科学省から大学への補助） 

 エビデンスに基づく政策形成のための政策担当者、「政策のための科学」という新たな研究労
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１６プロジェクトが採択されている。 

③ 政策課題対応型調査研究（科学技術・学術政策研究所（NISTEP）） 

 短中期の政策課題に対応して、政策立案のための客観的根拠となる情報を体系的に整理し、

提示する調査研究を実施。特に、研究開発投資の経済的・社会的波及効果に関する総合的な調

査・分析を実施した。 

④ データ情報基盤（科学技術・学術政策研究所（NISTEP）） 

 政策形成や調査/分析・研究に活用しうるデータや情報を体系的・継続的に蓄積。 

 これに加え、文部科学省に設置された推進委員会（黒田昌裕主査）が事業全体の進め方の検討等を行

い、JST 研究開発戦略センター（CRDS）が事業全体の俯瞰構造化を行う。 
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産業連関モデルを使用して社会経済影響の評価の試行を行った（委託先：三菱総合研究所）。また、関
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 最近における科学計量学の進歩は著しく、NISTEP を中心として、世界の研究の潮流を読むサイエンス

マップ調査、主要国との比較から見る研究活動のベンチマーキング調査、日本大学の研究活動のベンチ

マーキング調査等が行われている。 

RISTEX の公募型研究開発プログラムでは、医薬品産業、環境、資源等の社会課題の視点からの科学技

術イノベーションプロセスに関するケーススタディを行っている。 

（１）で述べた科学技術イノベーション研究センターの多部門相互依存一般均衡モデルでは、研究分

野や個別技術毎の経済効果のシミュレーションが可能となる。 

 

（３）科学技術システム改革 

 科学技術システムに関する分野横断的な施策、基盤的な施策、いわゆるシステム改革は、人材、ファ

ンディング、産学連携、研究開発基盤、国際交流等、様々な施策で構成されている。個々では、代表的

な取組を挙げる。 

 まず、人材については、NISTEP が博士課程修了者の状況把握のためのシステムである博士人材データ

ベースの開発に取り組んでいる。また、ファンディングに関しては、JST/CRDS が研究開発ファンディン

グに関する体系的な調査を行っている。また、地域イノベーションに関しては、九大の基盤的研究人材

育成拠点が人材育成を行うとともに、RISTEX 公募型研究開発プログラムにより地域イノベーション政策

の事例のデータベース化を行っている。 

 一橋大学、NISTEP 及び RIETI は、発明者サーベイ（特許の発明者）、科学者サーベイ（論文の引用度

別の研究者）、産学連携サーベイ（産学共同研究者）等の大規模アンケート調査を実施している。これ

らは詳細なアンケート調査を実施することにより、詳細な知識の生産・移動・利用プロセスを解明する

ものである。日米のストークスの４象限に関する認識の差や各種ファンディングの効果など、興味深い

結果もある。 

 NISTEP は、国際基準（OECD のオスロマニュアル）に準拠したイノベーション調査をイノベーション

活動の基盤的なデータ取得のため実施している。 

 国際関係については、科学技術イノベーション研究センターが、科学技術外交や国際ビッグプロジェ

クトに関する検討を行っている。 

 

 

（４）科学技術と社会の関係・政策形成プロセスの改革 

 GRIPS が文部科学省からの委託を受け、政策課題の発見・発掘、政策オプションの検討、政策形成プ

ロセスのあり方等に関して内外の知見を整理を行っており、これが SciREX センターの制度設計の基礎

となっている。また、科学技術と社会の関係については、京都大学及び大阪大学拠点が ELSI 研究を軸

とした科学技術への公共的関与に関する人材育成を行っている。 

 RISTEX 公募型研究開発プログラムの加納プロジェクト、松浦プロジェクト等では、政策形成における

ステイホルダーのインボルブメントや、合意形成プロセスに関する研究を、具体的なケースに即して行

っている。 

 RISTEX 公募型研究開発プログラム、いくつかの基盤的研究・人材育成拠点及び本学会が共催により、

政策担当者、政策研究者等が一堂に会して、特定のテーマについて率直に議論をする場として「政策デ

ザイン WS」が２クール実施され、関係者のネットワークの構築に大きな貢献をしている。 

 先に挙げた「夢ビジョン」の検討では、RISTEX 公募型研究開発プログラムにおけるプロジェクトであ

る PESTI（STI に向けた政策プロセスへの関心層別関与フレーム設計：研究代表者：加納圭）が対話型

パブリックコメントの一環として協力を行っている。 

 

４． まとめ今後の課題 

 

 SciREX プログラムや SoSTIP を通じて、政策担当者や政策研究者間のネットワークが形成され、さま

ざまな調査・分析・研究活動が活発化してきたのは大きな進歩である。しかし、現実の政策形成プロセ

スに研究成果を導入するには、まだまだ課題が多い。現実の政策に適用するには、現実の政策の論理体

系に応じて適切な時間軸でエビデンスを組み上げる必要があり、こればかりは政策担当者自らが行わざ

るを得ない。SciREX にせよ、その他の調査研究機関にせよ、モデルやデータは提供することができるが、

それぞれの組織目的に応じた論理体系の構築はその組織が行う必要がある。また、これらが将来的には

研究開発を明示的に入れた公的な経済モデルは世界的には極めて少なく、SciREX プロジェクト開始以

前には、公的機関の経済モデルとしては、NEMESIS(EU)、Multimod 拡張版（IMF）、NISTEP 従来モデルの

みであった。これらは基本的には、マクロな変数間の関係をもとに構築したものであり、学術的な視点

からの批判もある（もちろん、政策論をする上でのパスの明確化や議論のたたき台としては意味がある）。

また、経済モデルそのものも重要ながら、政策オプションをつくるための政策シナリオの作成や技術に

関する情報を導入することも大切な要素である。このため、2013 年度は中核的なモデルとして黒田昌裕

CRDS 上席フェローの指導の下、従来の産業連関モデルを発展させた多部門相互依存一般均衡モデルを構

築し、NISTEP 科学技術予測との連携により、糖尿病を例とした試行を行った。今年度は、科学技術イノ

ベーション政策研究センターが CRDS、NISTEP 等の協力により、同モデルの更なる充実をおこなうとと

もに他の分野をテーマとしたシミュレーションを行う予定である。本モデルの他、政策課題対応型調査

研究では、NISTEP 従来モデルの改良、公式政府モデルへの R&D の導入を目指した簡易なモデルである

MaeSTIP モデルの開発を行っている。また、極めて経済理論的な色彩の強いものであるが、RISTEX 楡井

プロジェクトにより、R&D を導入した動学一般均衡モデルを開発している。このように、経済モデルは

複雑な現象をある側面から切り出したものであり、複数のものがありうる。従って、政策的に何をどう

いう粒度で見たいのかによって、モデルの設定が異なる。 

経済モデルの設計には、R&D 等の科学技術活動がイノベーションにいかに影響を与え、生産性に貢献

するのかという因果関係の解明が必要である。このためにはミクロなデータの整備とデータ間の連結が

不可欠である。NISTEP では、データ間の接続をするための機関名辞書等の整備を行うとともに、無形資

産データベースなど、データ情報基盤の整備を進めている。これらを利用した個票データを利用した無

形資産と生産性の関係に関する分析（池内・深尾）も行われており、政府研究開発投資がスピルオーバ

ーを通じて生産性向上に一定の寄与をしてきたことが示されている。 

また、国民経済計算の改訂（2008SNA）における R&D 資本化（R&D を中間投入から投資に組み替える）

に先立ち、NISTEP は内閣府経済社会総合研究所（ESRI）等の協力の下で、知識ストックの計測方法のレ

ビューを行っている。 
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図表３ 国内外の公的な経済モデル 

 

（２）課題解決型又は重点研究開発分野の設定 

 JST/CRDS は、科学技術分野における研究開発の現状の全体像を把握し、分野毎の今後あるべき方向の

展望や、主要国間の研究開発戦略に関する俯瞰的な報告を作成している。また、科学技術予測は１９７

０年代から実施され、１９９２年より NISTEP が実施主体となっている。 
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 最近における科学計量学の進歩は著しく、NISTEP を中心として、世界の研究の潮流を読むサイエンス
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形資産と生産性の関係に関する分析（池内・深尾）も行われており、政府研究開発投資がスピルオーバ

ーを通じて生産性向上に一定の寄与をしてきたことが示されている。 

また、国民経済計算の改訂（2008SNA）における R&D 資本化（R&D を中間投入から投資に組み替える）

に先立ち、NISTEP は内閣府経済社会総合研究所（ESRI）等の協力の下で、知識ストックの計測方法のレ
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１G０１ 
 

異分野融合型研究拠点の研究開発マネジメントの実践とその効果 

 
○安西 智宏、木村 紘子（東京大学）、仙石 慎太郎（東京工業大学）、木村 廣道（東京大学） 

 
 

 異分野融合型研究拠点は研究機関・部局の枠に捕われず、学内外の研究者間での連携を促進すること

で、研究の生産性を向上させ、成果の社会実装を加速させるための取り組みである。本報告では国内の

融合型研究拠点を事例として取り上げ、政策的な期待、研究拠点としてのミッション、研究者の多様なニーズ

等を踏まえた、戦略的な研究開発マネジメントの実践に関する取り組みと、研究拠点や研究者レベルでの研究

活動や成果創出に対する効果を経営管理指標の計測結果から考察する。 

 

1 はじめに 
 

近年、政府の研究助成金は研究成果、及びその

成果がもたらす波及効果についても明確な説明

責任が求められる傾向にあり、研究成果の早期実

用化や課題解決を強く指向する研究助成金や研

究プロジェクトが数多く提案されている。実際、

近年には世界トップレベル研究拠点（WPI）プロ

グラム（平成 19-28 年度）、最先端研究開発支援

（FIRST）プログラム（平成 21-25 年度）や革新的

イノベーション創出プログラム（COI STREAM、

平成 25 年度開始）、革新的研究開発推進プログラ

ム（ImPACT、平成 25 年開始）等に代表される大

型公的助成プログラムが編成・推進されている。 
中でもライフサイエンス・医療分野では，拠点

内外の異分野研究者が個々の要素技術を持ち寄

って連携し，共通の課題解決に当たることで実用

化が加速されると考えられる。例えば，「医工連携」

は大学の部局間及び研究者間での連携を促進す

る事により，技術シーズと臨床ニーズをマッチン

グさせ、研究成果からより大きな社会的、経済的

な価値を引き出すことが期待されている [1]。 
また、我が国のライフサイエンス領域の一環と

してトランスレーショナルリサーチ（Translational 
Research, TR））を重点化する政策が取られている。

TR は、広義にアカデミア発の技術シーズを実用

化する意味合いや、より狭義に医薬品、医療機器

のシーズ技術を医療機関の臨床研究・治験基盤を

活用して開発を行なう事と理解されることもあ

る[2]。医療分野での実用化促進や TR 基盤の整備

を目的とするプロジェクトでは、シーズを開発す

る研究者、医療機関に所属する医療専門職、規制

当局、審査当局、企業などの多様なステークホル

ダーの協力が不可欠となり、その経営管理には拠

点内での異分野融合のみならず、同時に産官学連

携を促進しうる手法論の開発も必要となる。 

筆者らは、異分野融合型研究拠点を対象にして、

計量文献学的手法による論文の質・量や、特許や

製品化実績の量的・質的を表す成果指標とともに、

成果指標の達成にとって重要と思われる経営的

な活動を把握し、活動指標として解析を行ってき

た[3]。プロジェクト評価やマネジメント手法を開

発するには、各拠点の分野特性を反映した指標設

定と分析が必要だが、現時点では研究支援の専門

職である URA（University Research Administrator）
が中心となり、商用データベースを活用した機関

レベルでの取り組みは散見される一方、プロジェ

クトや拠点レベルでの方法論は構築の途上であ

り、更には政策全体の評価への活用は進んでいな

い現状である。 
本報告では、異分野融合型研究拠点の経時的な

活動指標の計測結果をまとめ、拠点向けの実践的

研究開発マネジメント手法を検討する。また、解

析結果を基にした拠点マネジメントの実践的取

り組みの実例を提示することで、本解析の意義や

研究マネジメント施策の効果を考察する。 
 

2 研究対象・研究方法 
 

事例調査にあたり、国内学術研究機関における以

下の融合・連携研究拠点を主調査対象とした。本研

究拠点の所属研究者に対して記述回答式のアンケ

ート調査を実施し、それを基にした解析を実施した。 
 
「ナノバイオテクノロジーが先導する治療・診断イノベ

ーション（Nanobio First）」 
・ 内閣府「最先端研究開発支援プログラム

（FIRST プログラム）」（平成 21 年-25 年度）

による実施 
・ 分野特性：がんを対象にした，診断，治療技

術の開発，そのための産学官連携 
・ 中心研究者：片岡 一則（東京大学大学院医学

組織の PDCA サイクルなど現実のマネジメント・システムに組み込まれなければ、現実のものとはなら

ない。このためには、政策担当者も、内容への賛否は別として、政策研究者と議論できるだけの政策の

論理的枠組みを構築することが必要となる。 

 情報を統合して政策シナリオを構成する、または、指標を設定するためには、直接の政策担当者と必

要十分な数の専門家が集中的に議論をして原案を作成し、しかる後に組織に落とし仕込むことが効率的

である。ただ、現在のところ、政策担当者と専門家との間の思考様式のギャップは大きく、議論に時間

がかかるため、多くの行政資源を使わざるを得ないのが実情である。これは、政策シミュレーション、

ステイクホルダーとの対話など、上に挙げたほとんどの手法に当てはまるものである。 

 エビデンスベースの政策形成は、政策形成のパフォーマンスに比して効率化を進めない限り、通常の

政策形成手法として定着しないと考えられる。人材育成とともに、政策形成プロセスの省力化や情報化、

組織外部の知見を効率的に活用する手法の開発が次のステップとして重要である。 
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